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宮 崎 県 道 路 メ ン テ ナ ン ス 会 議 

 

設 立 趣 意 書 （案） 

 
 
 我が国の道路構造物等は、昭和３０年代後半からの高度経済成長期に集中的

に整備され、今後急速に老朽化が進むことが見込まれている。国・地方ともに

厳しい財政状況にある中、これら老朽化した施設等の補修や更新を、いかに的

確に対応していくかが重要な課題となっている。 
 また、道路施設等の維持管理・補修・更新を確実に進めるためには、直轄国

道管理分はもとより、施設の大部分を占める地方公共団体等の管理施設も含め

て、その実態を把握したうえで、施設の長寿命化も図りつつ、見通しを立てた

計画的な補修・更新を行っていくことが必要となっている。 
そのためには、高速自動車国道・一般国道・県道・市町村道等の全ての管理

者が情報を共有し、連携して対応していくことが必要不可欠である。 
 本会議は、宮崎県内における道路施設等の維持管理・補修・更新等を効率的・

効果的に行うため、交通上密接な関連を有する道路管理者が相互に連絡・調整

を行い、道路施設の点検や修繕計画を共有・協力することにより、円滑な道路

管理を促進し、道路構造物等の予防保全・老朽化対策の強化を図ることを目的

として設立するものである。 

 
 
 

平成２６年５月  日 
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宮崎県道路メンテナンス会議 規約（案） 

 
（名 称） 
第１条 本会は、「宮崎県道路メンテナンス会議」（以下、「会議」という。）と称する。 
 
（目 的） 
第２条 会議は、宮崎県内の道路管理者等が相互に連絡調整を行うことにより適切な道路

構造物の保全を行い、円滑な道路管理の促進を図ることを目的とする。 
 
（所掌事項） 
第３条 会議は、第２条の目的を達成するため、次の事項について所掌する。 
 （１）道路インフラの維持管理等に係る管理者意識の浸透・情報共有に関すること。 
（２）道路インフラの点検・診断及び措置等の集約・調整・支援に関すること。 
（３）道路インフラの維持管理技術に関すること。 
（４）その他、道路の管理に関連し会長が妥当と認めた事項。 

 
（組 織） 
第４条 会議は、別表－１に定める宮崎県内の道路管理者等で構成するものとする。 
 ２．会議には、会長及び副会長を置くものとし、会長は国土交通省九州地方整備局宮崎

河川国道事務所長、副会長は国土交通省九州地方整備局延岡河川国道事務所長、宮崎

県県土整備部道路保全課長及び西日本高速道路株式会社九州支社宮崎高速道路事務

所長とする。 
 ３．会議は会長の招集により開催するものとし、会議進行は会長が務める。 
 ４．会長に事故等があるときは、副会長がその職務を代行する。 
 ５．会議には、必要に応じ会長が指名するものを出席させることができる。 
 
（専門部会） 
第５条 会長は、個別課題等についての検討・調整を行うため「専門部会」を設置するこ

とができるものとする。 
 ２．「専門部会」には、『宮崎県高速道路を跨ぐ橋梁の維持管理に関する連絡協議会』を

置く。 
 
（幹事会） 
第６条 会議には必要に応じ、幹事会を置くことができる。 
２．幹事会は、次の事項にかかる事務をつかさどる。 
（１） 会議における協議議題の調整 
（２） 規約の策定・改正・廃止等に係る調整 
（３） その他、会議の運営に際し必要となる事項の調整 
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（事務局） 
第７条 会議の運営に関わる事務を行わせるため、事務局を置く。 
２．事務局は、国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所道路管理第二課、国土交

通省九州地方整備局延岡河川国道事務所道路管理課、宮崎県県土整備部道路保全課及

び西日本高速道路株式会社九州支社宮崎高速道路事務所統括課が担うものとする。 
 
（規約の改正） 
第８条 本規約の改正等は、本会議の承認を得て行うことができる。 
 
（その他） 
第９条 本規約に定めるもののほか必要な事項はその都度協議して定めるものとする。 
 
（附則） 
 本規約は、平成２６年５月  日から施行する。 
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別表－１

宮崎県道路メンテナンス会議　名簿（案）

所　属 役　職

会　長 国土交通省九州地方整備局 宮崎河川国道事務所長

副会長 国土交通省九州地方整備局 延岡河川国道事務所長

副会長 宮崎県県土整備部 道路保全課長

副会長 西日本高速道路株式会社九州支社 宮崎高速道路事務所長

委員 国土交通省九州地方整備局　道路部 地域道路調整官

委員 国土交通省九州地方整備局　道路部 道路保全企画官

委員 宮崎県道路公社 副理事長

委員 宮崎市 建設部長

委員 都城市 土木部長

委員 延岡市 都市建設部長

委員 日南市 建設課長

委員 小林市 経済土木部長

委員 日向市 建設部長

委員 串間市 都市建設課長

委員 西都市 建設課長

委員 えびの市 建設課長

委員 北諸県郡三股町 都市整備課長

委員 西諸県郡高原町 農村建設課長

委員 東諸県郡国富町 都市建設課長

委員 東諸県郡綾町 建設課長

委員 児湯郡高鍋町 建設管理課長

委員 児湯郡新富町 都市建設課長

委員 児湯郡西米良村 建設課長

委員 児湯郡木城町 環境整備課長

委員 児湯郡川南町 建設課長

委員 児湯郡都農町 建設課長

委員 東臼杵郡門川町 建設課長

委員 東臼杵郡諸塚村 建設課長

委員 東臼杵郡椎葉村 建設課長

委員 東臼杵郡美郷町 建設課長

委員 西臼杵郡高千穂町 建設課長

委員 西臼杵郡日之影町 建設課長

委員 西臼杵郡五ヶ瀬町 環境建設課長

（参考）

オブザーバー 公益財団法人　宮崎県建設技術推進機構 常務理事

九州旅客鉄道株式会社
鹿児島支社　宮崎総合鉄道事業部

工務課長

事務局

西日本高速道路株式会社　九州支社　宮崎高速道路事務所　統括課

国土交通省九州地方整備局　宮崎河川国道事務所　道路管理第二課

国土交通省九州地方整備局　延岡河川国道事務所　道路管理課

宮崎県県土整備部　道路保全課
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国 土 交 通 省
九州地方整備局

道路メンテナンスに関する話題

0

資料－６

1

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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2

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

3

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

5

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

7

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

9

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

11

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

13

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

15

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

17

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

19

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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21

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より

23

社会資本整備審議会 第46回基本政策部会 参考資料より
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地方公共団体の三つの課題（人不足・技術力不足・予算不足）に対して、国が各都道府県と
連携して、支援方策を検討するとともに、それらを活用・調整するため、『道路メンテナンス会
議』を設置

し、『道路メンテナンス
会議』を設置 『道路メンテナンス会議』

（事務局：国の事務所、県）
が様々な支援策をマネジメント

調整等を会議がマネ
ジメント

『道路メンテナンス会議』について

24

25

社会資本整備審議会 第45回基本政策部会 参考資料より
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26

社会資本整備審議会 第45回基本政策部会 参考資料より

会議

27

社会資本整備審議会 第45回基本政策部会 参考資料より
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１．橋梁等の撤去経費

○橋梁等の撤去経費について、制度改正により地方債の対象化
【地方財政法を改正（平成２６年４月１日施行）】

〈公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的は方針等を定めた「公共施設等総合管理計画」
に基づく撤去が対象〉

※別途、防災・安全交付金等の効果促進事業として支援可能に

１．橋梁等の撤去経費

１．

○道路等の補修・改修に係る事業であって、施設の延命化や機能強化に資する事業

に要する経費 地方債の対象になるとの総務省見解

『道路の修繕事業』が該当する旨を周知
〈平成２５年１２月１２日付け「道路の修繕事業に係る地方債起債について」総務課長・環境安全課長通知〉

２．修繕事業

１

○建設事業と一体の事業として認められる点検等については、地方債の対象となる旨、
総務省より通知

〈平成２６年４月１日付け 「平成２６年度地方債同意等基準運用要綱について」 総務副大臣通知〉

具体的な運用について確認 総務課長、環境安全課長 通知により周知
〈平成２６年３月３１日付け「道路の点検等に係る地方債について(周知)」課長通知

同日付「道路の点検等に係る地方債の取扱いについて(補足)」事務連絡）

３．点検等経費

老朽化対策に係る地方財政措置（地方債）について

29
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本局（道路部、企画部）

＜不具合発生＞直轄国道事務所

ＴＥＣ－ＤＯＣＴＯＲ 【学識経験者】

連絡 技術支援

③ 九州地方整備局

各種専門検討会

連絡 連携

②県・政令市
（公社含む）

①市町村

連
絡
（
支
援
要
請
）

※

１

技
術
支
援

技術支援連絡（支援要請） ※１

連絡

技術支援

＜不具合発生＞

【凡例】
・ → 自治体で不具合発生
・ → 直轄国道事務所で不具合発生
・ → 共通

④ 本 省

技
術
支
援

連絡 連携

連絡 連携

技
術
支
援

⑤ つくば

国総研 土研CAESAR連携

※１；自治体で不具合が発生し

た場合の九州地方整備局への

連絡先は、本局（地域道路課）

又は、直轄国道事務所のどちら

でもよい。

◆道路構造物等の不具合発生時の支援体制

31

技術的支援（不具合発生時の支援体制） 九州地方整備局
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九州地方整備局の取組み

■地方自治体への支援（各種研修等）

◆構造物の老朽化対策に関する研修
○構造物の老朽化が急速に進むなか、点検から補修、記録等のメンテナンスサイ

クルによる構造物保全の取り組みが重要であり、自治体職員が、損傷・補修、

点検等について、技術的判断を行えるよう技術習得し自治体が行う構造物保全

の取り組みを支援することを目的とする。（座学・現場）

【Ｈ２６年度の実施予定】
・開催日：平成２６年９～１２月 ・対象者：自治体職員・直轄職員

○九州技術事務所での研修

○各県毎におけるメンテナンス出前研修
橋梁及びトンネルについて、各県毎に出前研修を計画中。

【講習会実施状況】

【現地実習実施状況】研修名
対象者(人)

実施時期
自治体・地整

点検エキスパート（橋梁初級） 80 ９月～１０月（５日間）

点検エキスパート（トンネル初級） 40 １１月（３日間）

32

九州地方整備局
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